

(様式１) 

 eq \o\ad(技術者経歴書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
（業務分野）　　　　　　　　　　　　　　　　
	氏　　　　名
	最　　終　　学　　校
	法　令　に　よ　る　免　許　等
	実　　務　　経　　歴
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　記入要領

　　１　この様式は、建設コンサルタント業務等の業務の分野別に作成すること。

　　　　また、記入は、営業所等（主たる営業所（本店）又はそれ以外の常時契約を締結する営業所等）ごとにまとめて行い、営業所等の名称を「氏名」欄に（　）書きで記入し、次の行から当該営業所等に所属する技術者の氏名等を記入すること。

　　２　「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記入すること。

　　３　「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたもの及び公共用地経験者を記入すること。

　　　　（例：○○建築士、○○土木施工管理技士、技術士（○○部門○○科目）、ＲＣＣＭ（○○部門））

　　４　「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量業務、建設コンサルタント業務等に従事した職種及び地位を記入すること｡

５　「実務経験年月数」の欄は、専ら当該建設コンサルタント業務等に従事した期間を記入すること。

　　　　公共用地経験者は、官公庁での公共用地に係る実務経験年月数を（　）書きで記入し、当該建設コンサルタント業務等の経験年月数には、官公庁での経験年月数を含まないで記入すること。

(様式１の２)
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